































































































































































































































































































































































経済的責任 法的責任 倫理的責任 フィランソロフィックな責任
非道徳的なマネジメント ＊＊＊ ? ?
道徳観念のない（道徳と無関係な）マネジメント ＊＊＊ ＊＊
? ?
道徳的なマネジメント ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
ウェイト付け記号：＊　　＝最小限の考慮（見かけのみ）
　　　　　　　　　＊＊　＝中程度の考慮
　　　　　　　　　＊＊＊＝著しい考慮
出所：Carrol1〔1996〕p．129
　　　　　　　　　　　　　㈲確にすることが求められる。しかし，相互主義や公共性に対する一般的な認識との違いから生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲じた価値基準の混乱があり，フィランソロフィックなレベルの責任への関心が先行しやすい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲そして，生命保険会社自体も「理念としての相互扶助精神」を社規や社則に採り入れて，フィ
ランソロフィックなレベルの正当性を強調するものの，本来明確にすべき倫理的レベルの正当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲性については言及を避けてきた傾向にある。さらに，保険団体全体としての収支の安定と個々
の契約者の負担の公平は表裏一体の関係にあるものの，両者は区別して扱われるべきものであ
㈲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
る。しかし保険団体の収支の安定が個々の契約者の負担の公平に先行させる傾向にある。この
43）生命保険協会では1991年に金融機関としての自己責任と社会公共使命の認識のもとに「生命保険事業にお
　　ける行動規範」を定め，①公共と公平の原則，②信義・誠実の原則，③社会調和の原則という基本原則・
　　各則にもとづき，その具体的行動指針として「資産運用における行動規範」と「顧客情報取扱いにおける
　　行動規範」を定めた。その後の社会情勢の変化に対応するため，1997年には改訂も行われている。さらに
　　1998年12月の保険業法施行規則での法制化にあわせ，1999年度から生命保険会社のディスクロージャー項
　　目に「法令遵守の体制」が加えられた。ディスクロージャー誌での記述によると，各社により取り組みは
　　様々だが，基本方針を定めた倫理綱領が作成され，社内に倫理委員会を設置するといった制度化が進んで
　　いる会社が多い。しかし，社内での具体的な実施状況や賞罰規定まで明確にしている会社はわずかである。
　　また，法律を守ることに言及するのみにとどまる会社も少なくない。だが，生命保険会社には非常に高い
　　レベルの企業倫理が求められていることは確かである。例えば，エージェントが顧客に対し保険以外の代
　　替案を示さないことは倫理的かどうかを問題としたアメリカのケースはその一例である（Holley〔1998〕
　　p．427）。またCarson〔1998〕もエージェントに関連した同様のケースを取り上げている。
44）一般的な助け合いと保険業界での助け合いの意味の違いについては，田村〔1996〕p．29を参照のこと。
45）保険の制度理念を相互性に求めようとする伝統的立場や保険をたすけ合いの制度として積極的にPRして
　　ゆこうとする傾向も目立っている（水島〔1999〕p．11）。
46）印南〔1967〕は一「保険は人類相愛という高い理想を実現している経済施設であって，人類とともに永遠に
　　栄えるべき存在なのである，という主張をしばしば見聞する。いかにも保険の理念には，ある永遠的なも
　　のが含まれているが，われわれが現に見るような保険の形態は資本主義的な経済関係の出現に伴って現れ，
　　個人主義的な経済関係を本質的な前提とするものである（p．12）」と指摘する。同様に，水島〔1999〕で
　　は「保険業界のPRや保険募集の段階でたすけ合いが強調される場合，営業としての保険引受という本質
　　的側面がないがしろにされる危険性がある（p．11）」と指摘する。
47）これは収支相等の原則と給付反対給付均等の原則の関係を示すものである。両者の関係の詳細については
　　印南〔1951〕p．12を参照のこと。
48）水島〔1999〕p．26。
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ため，現実には生命保険会社の収益を優先することを正当化させるために，保険団体の収支の
安定を図る販売政策をとっている可能性を否定できない。
　契約者が不測の事態における経済的困窮に備え保険に加入するのは，正義論的発想で，各人
に見合った保険料負担をすることは権利論によっても正当化される。これに対し，保険団体全
体としての収支の安定を図ることは功利主義的であっても，生命保険会社が企業としての収益
を確保するために行う販売活動は，自社の利益の最大化をめざすもので倫理的利己主義とも言
　㈲える。しかし生命保険会社は販売政策導入指針を功利主義的根拠から正当化させている。この
ように，契約当事者双方の保険取引への参加動機は根本的に異なる。そして，両者を仲介する
　　　仰1営業職員の保険取引への参加動機はさらに異なる。このため，生命保険会社の経営者としては，
販売政策導入指針を功利主義により理論上正当化できるとしても，取引過程で生じる関係者の
利害の対立に倫理的レベルで対処し調整を図ることなしには，販売慣行をめぐるトラブルの根
本的な解決には至らないことを認識する必要がある。また，加入に際して十分な情報提供を行
い，契約者の理解を得ることが全ての前提となる。
　販売政策をめぐる問題は，生命保険会社全体に関わる倫理的課題事項と捉えられる。このよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹うな問題に対処していくためには，経営者は非倫理的であるのは当然で，さらに企業倫理の制
　　　　　　　　　励度化を積極的に推進し，倫理的課題事項に対処可能な社内体制を整備していく必要がある。
4．むすび
　販売政策をめぐる問題は，保険技術的制約との関係から，保険団体と個々の契約者の関係，
　　　　　　　　㈱）さらには保険本質論に逆上る根源的な問題につながる。生命保険会社としてはこのような問題
を倫理的レベルから捉えなおし，リスクとして積極的に対処せざるを得ない状況になってきて
いる。
　近年は生命保険会社の経営環境は激変し，生命保険会社そのものの経営が変化せざるを得な
い状況にある。しかし保障機能の重要性に変化はなく，この機能を果たす上で販売業務は不可
欠である。保険商品が多様化し，各社の戦略も多様化するにつれて，生命保険会社に対する評
価指針も従来通りの死亡保障についての保有契約高だけに限定できなくなっている。このよう
な状況においては，量的拡大によるベネフィットを唯一の根拠として正当化されてきた従来通
49）相互会社の場合でも同様である。注16を参照のこと。
50）今後増加が予想される保険仲立人の保険取引への参加動機は，生命保険会社と契約者との関係から，営業
　職員のものとはさらに異なると想定される。
51）非倫理的でないことを倫理的と思い込むのは危険である（Carrol1〔1991〕p．48）。また組織全体の倫理的
　な雰囲気を向上させるためには，トップ・マネジメントのリーダーシップが大切である（Carro11〔1996〕
　P．166）。
52）個別企業での企業倫理の制度化の主要方法にっいては中村〔1998〕p．178を参照のこと。
53）保険本質論を含む保険論のパラダイムにっいては箸方〔1992〕を参照のこと。
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りの販売政策は修正を余儀なくされる。しかし，どのような形態をとるにしても，倫理的レベ
ルで正当化可能な販売政策導入指針に従い，関係者の利害を調整し制度を円滑に機能させなく
　　　　　　㈲
てはならない。
　倫理的課題事項は，法律や規則に違反していないかどうかだけを基準にしていても解決のつ
かないものであるが，企業をめぐりこのような問題が増加している。企業がこのような問題を
リスクとして把握し対処していくためには，まずは企業活動を普遍性のある善悪の価値基準の
枠組みの中で再評価，再編成していくことが有効である。また販売慣行をめぐるトラブルを防
止する前提として，契約者に対して十分な情報提供を行い，制度についての理解を得る必要が
ある。それに加えて，さらに広く社会全般に対して保険制度についての理解を促進させ，保険
制度の存在意義を認識させる必要がある。そのためにも，企業倫理の制度化による社内体制の
整備が不可欠と言える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲　公的規制と業界の自主規制と個別企業の企業倫理は相互に補完しあうものである。このため
従来関心が低かった企業倫理にも配慮することで，公的規制や自主規制の効力も高まると考え
られる。経営者の経営判断における倫理的配慮は重要であり，倫理的課題事項への積極的な取
り組みが求められる。
54）販売チャネルと多様化についてはDorfman〔1998〕pp．124～131等を参照のこと。ところで販売チャネル
　　としてのエージェント・システムとダイレクト・レスポンスにはそれぞれ長所と短所があり，どちらか一
　　方のみを絶対視することはできない。例えば，ダイレクト・レスポンスよりもエージェント・システムを
　　使用する方が保険犯罪の発生が少ない，という仮説も証明されなかった。つまり，保険犯罪を防止する上
　　で，契約者とエージェントが親しい関係にあればモニターできるので抑止力となるという見解は支持され
　　なかった，ということである（Colquit＝Holy〔1997〕p．465）。
55）全米生保協会（ACLI）は多くの主要な保険会社に対する集団訴訟を導いた非倫理的販売慣行に対処する
　　ため1998年に「保険市場行動基準協会（lnsurance　Marketplace　Standards　Association（IMSA）」を
　　設立した。ここではエージェントが遵守すべき倫理的市場行動に関する六原則を策定し，会員企業にその
　　遵守を求めている。設立一年での評価は概ね好意的なものである。しかし現場レベルからはこの原則は「ビ
　　ザンチン様式の建物のようなルール」であり，より実践的な基準を求める声もあがっている。また，消費
　　者からは個別相談に応じることへの要望が強い（Goch〔1999〕pp．29～31）。
56）例えば，営業職員に対する専門知識を高めるための教育体系を整備するならば，それに見合った倫理教育
　　を行う必要がある。経営者には，保険の有用性を維持するための倫理的配慮も求められる。
57）エプスタイン〔1996〕p．188。
58）アメリカでは，保険会社の経営者が誤った経営を行ったり，詐欺的行為に従事したり財務上の不正行為を
　　した場合に厳格な処罰を課すことを目的とする，1994年保険詐欺防止法（lnsurance　Fraud　Prevention
　　Act　of　1994）が存在する。このような法律の存在により，経営者は自らが倫理的になることを求められ
　　ていると言える。この法律の導入経緯と詳細な内容についてはβお総Reviezv（P／C），Mar．，1998，
　　pp．55～58を参照のこと。これに対し「1991年連邦量刑ガイドライン（Guidelines　for　Organizational
　　Defendants－1991）」における「個別企業の法律遵守プログラムに対する積極的評価」は経営者の倫理的行
　　動を支援するものと言える。
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